
別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和７年度 № ３ 進行管理者 危機管理担当部長 

事務事業名 物価高騰対策事業（防犯機器等購入緊急補助事業） 

事業の概要 

全国で相次いで発生している強盗事件を受けた防犯意識の高まりを踏まえ、家庭での

防犯対策の支援として、防犯カメラ等の住宅等の防犯対策品の購入・設置費用の一部を

補助する事業 

これまでの 

経 過 

・東京都から区市町村に交付される補助制度の説明会開催（令和７年２月） 

・本市における補助事業の制度設計（令和７年２月～３月） 

・令和７年４月１日施行とする補助金交付要綱を令和７年３月２８日付で制定 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １９,５００千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

本 年 度 の 

目 標 

補助金の交付申請受付及び交付手続を適正に進めるとともに、効果的な制度周知によ

り多くの市民に利用していただくことで、市民の安全安心な暮らしの実現につなげる。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・市報、ホームページ及び案内チラシ

の配布による周知（４月～９月） 

・補助金の交付申請受付及び交付（４

月～９月） 

・申請受付状況に応じた周知の拡充

（適宜） 

実 

 

績 

・市報、ホームページ及び案内チラシの

配布により周知を図った。       

・申請件数  ３９５件 

 補助累計額 ９，５８６千円   

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・補助金の交付申請受付及び交付（１

０月～令和８年３月） 

・申請受付状況に応じた周知の拡充

（適宜） 

実 

 

績 

・助成世帯数 ８０４件 

・補助累計額 １９,４９４千円 

・予算上限に達したため、３月１６日に

受付終了 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

市報、ホームページ等により市民へ周知した。今後も更に市民への周知に

努めていく。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむねスケジュールとおり進行し、各家庭における防犯意識の向上が図

れた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １９,４９４千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

今 後 の 

方 針 
 令和８年度も補助上限額を減額し同事業を継続する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 


